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表紙*電子提供措置用*

証券コード：6060

第59回 定 時 株 主 総 会
　

招 集 ご 通 知
開催日時 2025年６月25日(水曜日) 　午前10時

受付開始　午前９時

開催場所 福島県福島市上町４番25号
キョウワグループ・テルサホール
３階　大会議室「あぶくま」

会場
変更

会場が前回と異なっておりますので、末尾の
会場ご案内図をご参照いただき、お間違えの
ないようご注意ください。

　
議　　案 第１号議案　剰余金処分の件

第２号議案　定款一部変更の件
第３号議案　取締役（監査等委員である取締

役を除く。）５名選任の件
第４号議案　監査等委員である取締役３名選

任の件

　

株主の皆様へのお知らせ
本株主総会終了後、株主懇談会を開催いたしますの
で、引き続きご参加くださいますようお願い申し上
げます。なお、お土産につきましてはご用意いたし
ておりません。
何卒ご理解くださいますようお願い申し上げます。
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経営理念、目次

私たちの

グループの理念

私たちは、
人々の「こころ」に

満足と安らぎをもたらす
サービスを提供する。

私たちの

経営方針

１.グループの全員が心を一つに
し、高い企業価値を実現する。

２.社員の自主性とパワーを最大限
に生かした、社員主役の経営を
すすめる。

３.どのお客様に対しても高品質の
サービスを提供する。

　

目　次
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第１号議案　剰余金処分の件……………… 6
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第３号議案　取締役（監査等委員である取締
役を除く。)５名選任の件 … ８
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２．会社の現況……………………………… 29
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株主各位

証券コード　6060
2025年６月５日

電子提供措置の開始日　2025年６月２日
株主の皆様へ

福島県福島市鎌田字舟戸前15番地１
こ こ ろ ネ ッ ト 株 式 会 社

代表取締役社長 菅 野 孝 太 郎

　当社ウェブサイト　https://cocolonet.jp/

　東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
　https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

第59回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第59回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席く
ださいますようご通知申しあげます。

　本株主総会の招集に際しましては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事
項）について電子提供措置をとっており、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載してお
りますので、以下のウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申しあげ
ます。

（上記ウェブサイトにアクセスいただき、メニューより「ＩＲ情報」を選択いただき、「ＩＲ
ニュース」からご確認ください。）

　また、電子提供措置事項は、当社ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東証）のウェブサ
イトにも掲載しておりますので、以下よりご確認ください。

（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名」（会社名）に「こころネット」ま
たは「コード」に当社証券コード「6060」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類/PR
情報」を順に選択して、ご確認ください。）

－ 1 －
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株主各位

１．日 時 2025年６月25日（水曜日） 午前10時　受付開始 午前９時
２．場 所 福島県福島市上町４番25号

キョウワグループ・テルサホール　３階　大会議室「あぶくま」
（会場が前回と異なっておりますので、末尾の会場ご案内図をご参照いた

だき、お間違えのないようご注意ください。）
３．目 的 事 項

報 告 事 項
１．

２．

第59期（2024年４月１日から2025年３月31日まで）事業報告の内容、
連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査等委員会の連結計算書類監
査結果報告の件
第59期（2024年４月１日から2025年３月31日まで）計算書類の内容報
告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 定款一部変更の件

　なお、当日のご出席に代えて、事前にインターネットまたは書面（郵送）により議決権を行
使いただけますので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討のうえ、2025年６月24日（火
曜日）午後５時30分までに議決権を行使してくださいますようお願い申しあげます。

[インターネットによる議決権行使の場合]
　当社指定の議決権行使ウェブサイト（https://evote.tr.mufg.jp/）にアクセスしていただ
き、本招集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙に表示された「ログインＩＤ」及び
「仮パスワード」をご利用のうえ、画面の案内に従って、議案に対する賛否を上記の行使期限
までにご入力ください。
　インターネットによる議決権行使に際しましては、後記の「インターネットによる議決権行
使のご案内」をご確認くださいますようお願い申しあげます。

[書面（郵送）による議決権行使の場合]
　議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、上記の行使期限までに到着するよ
うご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具

記

－ 2 －
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株主各位

第３号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件
第４号議案 監査等委員である取締役３名選任の件

４．招集にあたっての決定事項（議決権行使についてのご案内）
(１)　書面（郵送）による議決権行使において、各議案に賛否の記載がない場合は、賛成の

表示があったものとしてお取り扱いいたします。
(２)　同一の株主様が書面（郵送）とインターネットによる双方の議決権行使をした場合

で、同一の議案に対する議決権行使の内容が異なる場合には、インターネットによる議
決権行使を有効なものとしてお取り扱いいたします。

(３)　インターネットによる議決権行使が複数回行われた場合で、同一の議案に対する議決
権行使の内容が異なる場合には、最後に行われた議決権行使を有効なものとしてお取り
扱いいたします。

(４)　電子提供措置事項に修正が生じた場合は、前記インターネット上のウェブサイト及び
東証ウェブサイトにおいて、その旨、修正前及び修正後の事項を掲載いたします。

以　上

－ 3 －
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株主各位

議決権行使等についてのご案内
書面（郵送）で議決権を行使される場合
議決権行使書用紙に賛否をご表示のうえ、切手を 
貼らずにご投函ください。

行使期限
2025年６月24日（火曜日）
午後５時30分到着分まで

株主総会にご出席される場合
議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。

（ご捺印は不要です）
当日の受付開始は、午前9時を予定しております。

開催日時
2025年６月25日（水曜日）
午前10時

インターネットで議決権を行使される場合
パソコン又はスマートフォンから議決権行使サイト

（https://evote.tr.mufg.jp/）にアクセスし、同封
の議決権行使書用紙に記載された「ログインID」 
及び「仮パスワード」をご入力いただき、画面の 
案内に従って賛否をご入力ください。

行使期限
2025年６月24日（火曜日）
午後５時30分入力完了分まで

◎　当日ご出席の際は、お手数ながら本招集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙を
会場受付にご提出くださいますようお願い申しあげます。

◎　会社法改正により、電子提供措置事項について１頁に記載の各ウェブサイトにアクセスの
うえ、ご確認いただくことを原則とし、基準日までに書面交付請求をいただいた株主様に限
り、書面（以下「本招集ご通知」という。）でお送りすることとなりましたが、本株主総会に
おいては、書面交付請求の有無にかかわらず、一律に電子提供措置事項を記載した本招集ご通
知をお送りいたします。

なお、電子提供措置事項のうち、次の事項につきましては、法令及び定款第17条第２項
の規定に基づき、本招集ご通知には記載しておりません。

①業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
②連結株主資本等変動計算書
③連結注記表
④株主資本等変動計算書
⑤個別注記表

従いまして、本招集ご通知に記載している事業報告、連結計算書類及び計算書類は、会計
監査人が会計監査報告を、監査等委員会が監査報告を作成するに際して監査をした対象書類
の一部であります。

－ 4 －
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株主各位

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。3

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

議決権行使書用紙に記載された「ログインID・仮パスワード」
を入力しクリックしてください。

2

「ログインID・仮パス
ワード」を入力

「ログイン」を
クリック

※操作画面はイメージです。

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

議決権行使書用紙に記載のQRコードを読み取ってください。1

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議　決　権　の　数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議　決　権　の　数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

見 本

見 本

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部　ヘルプデスク
0120－173－027

（通話料無料／受付時間 9：00～21：00）

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

インターネットによる議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法 ログインID・仮パスワードを
入力する方法

議決権行使
ウェブサイト https://evote.tr.mufg.jp/議決権行使書用紙に記載のログインID、仮パスワードを入力する

ことなく、議決権行使サイトにログインすることができます。

－ 5 －
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剰余金処の件

株主総会参考書類

第1号議案 剰余金処分の件

配当財産の種類 金銭

配当財産の割当てに関する事項
及びその総額

当社普通株式1株につき金 15円
配当総額 52,277,325円

剰余金の配当が効力を生じる日 2025年６月26日

剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

　期末配当に関する事項
　当期の期末配当につきましては、株主の皆様へ安定した配当を継続的に行う当社の基本
方針に則り、以下のとおりといたしたいと存じます。

－ 6 －
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定款一部変更の件

第２号議案 定款一部変更の件

現 行 定 款 変 更 案

（目　的） （目　的）
第２条 当会社は、次の事業を営むことを目的と

する。
　　１．～23．　（条文省略）
　　　　　（新　設）
　  24．　（条文省略）

第２条 当会社は、次の事業を営むことを目的と
する。

　　１．～23．　（現行どおり）
　  24．酒類の販売
　  25．　（現行どおり）

１. 提案の理由
　現行定款第２条（目的）につきまして、今後の事業領域を確保するため「酒類の販売」
を追加するものであります。

２. 変更の内容
　変更の内容は、次のとおりであります。

（下線部分は変更箇所を示しております。）

－ 7 －



2025/05/26 13:29:33 / 24178498_こころネット株式会社_招集通知_電子提供措置用

取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件

第３号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件

候補者番号 氏　名 現在の地位及び重要な兼職 属　性

1 さ い

齋
 

 
と う

藤
 

 
 

　
 

 
た か

高
 

 
の り

紀 代表取締役会長 再 任
　

2 か ん

菅
 

 
の

野
 

 
こ う

孝
 

 
た

太
 

 
ろ う

郎 代表取締役社長
天津万里石石材有限公司　董事 再 任

　

3 は ね

羽
 

 
だ

田
 

 
 

　
 

 
か つ

和
 

 
の り

德 常務取締役
株式会社たまのや　代表取締役 再 任

　

4 く ま

熊
 

 
さ か

坂
 

 
 

　
 

 
しゅう

秀
 

 
い ち

一 取締役 再 任

5 い

伊
 

 
と う

藤
 

 
 

　
 

 
の ぶ

信
 

 
ひ ろ

弘
社外取締役
株式会社いちい　代表取締役社長
株式会社ヒロックス　代表取締役社長
株式会社アイホールディングス
　　　　　　　　　　代表取締役社長

再 任 社 外 独 立
　

再 任
　
再任取締役候補者 社 外

　
社外取締役候補者 独 立

　
証券取引所等の定めに基づく独立役員

　本株主総会終結の時をもって、取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案にお
いて同じ。）６名全員が任期満了となります。つきましては、取締役会においてより機動的に
意思決定が行えるよう取締役を１名減員し、あらためて取締役５名の選任をお願いするもので
あります。
　取締役候補者は、次のとおりであります。本議案につきましては、独立社外取締役４名を含
む５名の委員で構成される指名・報酬委員会で審議したうえで取締役会において決定したもの
です。
　なお、各候補者と当社との間に、特別の利害関係はありません。

－ 8 －
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件

候補者番号

1 さ い

齋
 

 
と う

藤
 

 
 

　
 

 
た か

高
 

 
の り

紀（1948年４月１日） 所有する当社の株式数…………432,900株　　

再 任 ［職歴、当社における地位及び担当］
    1970年    4 月 北海道東北開発公庫（現　株式会社日本政策投資銀行）入庫
    1992年    6 月 旧　株式会社たまのや　代表取締役副社長

株式会社ふくしま互助会（現　株式会社ハートライン）代表取締役副社長
    1995年    11月 旧　株式会社たまのや　代表取締役社長
    1996年    6 月 株式会社ふくしま互助会（現　株式会社ハートライン）代表取締役社長
    1997年    4 月 株式会社サンストーン　代表取締役社長
    2005年    11月 カンノ・コーポレーション株式会社（現　当社）代表取締役副社長
    2012年    6 月 当社　代表取締役社長
    2021年    4 月 当社　代表取締役会長（現任）

　
取締役候補者とした理由
齋藤高紀氏は、当社の社長として長年にわたりグループ全体の経営の指揮を執り、企業価値の向上にも貢献しており
ます。なお、2021年４月からは会長に就任し、その実績及び業界における長い経験と企業経営者としての豊富な経
験とともに人格、見識とも優れていることから、引き続き取締役として選任をお願いするものであります。

　
候補者番号

2 か ん

菅
 

 
の

野
 

 
こ う

孝
 

 
た

太
 

 
ろ う

郎（1968年６月７日） 所有する当社の株式数………… 90,240株　　
再 任

　
［職歴、当社における地位及び担当］
    1993年    4 月 株式会社福島銀行　入行
    2003年    4 月 旧　石のカンノ株式会社（現　当社）　入社
    2008年    6 月 新　石のカンノ株式会社（現　カンノ・トレーディング株式会社）　取締役
    2012年    7 月 当社　企画部長
    2015年    6 月 当社　取締役
    2019年    6 月 当社　代表取締役副社長
    2021年    4 月 当社　代表取締役社長（現任）

　

取締役候補者とした理由
菅野孝太郎氏は、2012年７月から当社の企画部長を務め、取締役、副社長を歴任し、2021年４月からは社長として
経営の指揮を執っております。グループ全社の業務にも精通し、経営全般に関わる幅広い知見を有していることか
ら、引き続き取締役として選任をお願いするものであります。

［重要な兼職の状況］
天津万里石石材有限公司　董事

　

－ 9 －
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件

候補者番号

3 は ね

羽
 

 
だ

田
 

 
 

　
 

 
か つ

和
 

 
の り

德（1959年４月10日） 所有する当社の株式数………… 16,800株　　

再 任
　

［職歴、当社における地位及び担当］
    1983年    4 月 株式会社第一勧業銀行（現　株式会社みずほ銀行）　入行
    2002年    10月 同行　青森中央支店長
    2004年    7 月 同行　広尾支店長
    2010年    11月 当社　営業開発部長（株式会社みずほ銀行より出向）
    2012年    6 月 当社　取締役
    2015年    6 月 当社　常務取締役
    2019年    6 月 当社　取締役
    2024年    6 月 当社　常務取締役（現任）

［担当］経営企画部
　

取締役候補者とした理由
羽田和德氏は、長年にわたる金融機関での豊富な経験を有しており、当社入社後は営業開発部長を務め、2012年６
月に取締役に就任しております。企業経営に関する幅広い知見も有していることから、今後も当社の経営の充実に資
する人材と判断し、引き続き取締役として選任をお願いするものであります。

［重要な兼職の状況］
株式会社たまのや　代表取締役

　
候補者番号

4 く ま

熊
 

 
さ か

坂
 

 
 

　
 

 
し ゅ う

秀
 

 
い ち

一（1964年11月11日） 所有する当社の株式数………… 7,000株　　

再 任 ［職歴、当社における地位及び担当］
    1983年    3 月 株式会社たまのや　入社
    2008年    4 月 同社　催事事業部長
    2014年    4 月 同社　総務部長
    2014年    6 月 同社　取締役
    2020年    6 月 当社　取締役（現任）

 [担当] 人事部、経理部、総務部
　

取締役候補者とした理由
熊坂秀一氏は、株式会社たまのやに入社以来、葬祭事業全般に従事し、2014年６月には同社取締役に就任しており
ます。2020年６月から当社取締役人事部長として経営全般及び管理・運営業務に従事し、幅広い知見を有している
ことから取締役として選任をお願いするものであります。

　

－ 10 －
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件

候補者番号

5 い

伊
 

 
と う

藤
 

 
 

　
 

 
の ぶ

信
 

 
ひ ろ

弘（1957年２月10日） 所有する当社の株式数………… 2,300株　　

再 任

社 外

独 立
　

［職歴、当社における地位及び担当］
    1983年    3 月 株式会社いちい　入社
    1990年    2 月 同社　取締役管理部長
    2000年    3 月 同社　常務取締役
    2003年    3 月 同社　専務取締役
    2003年    10月 同社　代表取締役社長
    2018年    6 月 当社　社外取締役（現任）

　

社外取締役候補者とした理由及び期待される役割
伊藤信弘氏は、企業経営者としての豊富な経験と幅広い見識を有しており、公平かつ中立的な立場から当社の経営上
有用な意見・助言をいただけるものと判断したことから、引き続き社外取締役として選任をお願いするものでありま
す。同氏には、企業経営者としての豊富なビジネス経験を生かし、当社において独立した客観的立場で経営を監督す
る役割を果たしていただくことを期待しております。

［重要な兼職の状況］
株式会社いちい　代表取締役社長
株式会社ヒロックス　代表取締役社長
株式会社アイホールディングス　代表取締役社長

　
（注）１　伊藤信弘氏は社外取締役候補者であります。

２　伊藤信弘氏は東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、独立役員として同取
引所に届け出ております。再任が承認された場合には引き続き独立役員とする予定であります。

３　伊藤信弘氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、同氏の在任期間は、本株主総会終結の時を
もって７年となります。

４　当社は、伊藤信弘氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠
償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第
425条第１項に定める最低責任限度額としており、再任が承認された場合、当該責任限定契約を継
続する予定であります。

５　監査等委員会は、各候補者を取締役に選任することが当社の企業価値向上に資すると判断しており
ます。

６　当社は、取締役全員と会社法第430条の２第１項の規定に基づき、同項第１号の費用及び同項第２
号の損失を法令の定める範囲内において当社が補償する補償契約を締結しており、各候補者の再任
が承認された場合、当該契約を継続する予定であります。

７　当社は、取締役全員を被保険者として役員等賠償責任保険（Ｄ＆Ｏ保険）契約を締結しており、保
険料は全額会社が負担しております。故意または重過失に起因する損害賠償請求は上記保険契約に
より補填されないなど、一定の免責事由があります。なお、当該保険契約は次回更新時（2026年
２月）に同内容で更新する予定であります。

－ 11 －
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監査等委員である取締役３名選任の件

第４号議案 監査等委員である取締役３名選任の件

候補者番号 氏　名 現在の地位及び重要な兼職 属　性

1 か

加 
と う

藤 　 
し げ

重 
み つ

光 取締役（常勤監査等委員） 再 任
　

２ す ず

鈴 
き

木 　 
か ず

一 
の り

徳
社外取締役（監査等委員）
公認会計士鈴木一徳会計事務所 代表
東北監査法人 代表社員

再 任 社 外 独 立
　

３ い し

石 
や ま

山 　 
す み

純 
え

恵
社外取締役
株式会社クリフ 代表取締役
株式会社OMJプラザ 代表取締役
福島県コワーキングスペース協同組合
　　　　　　　　　　　　　　専務理事

新 任 社 外 独 立
　

再 任
　
再任取締役候補者 新 任

　
新任取締役候補者 社 外

　
社外取締役候補者 独 立

　
証券取引所等の定めに基づく独立役員

　本株主総会終結の時をもって、監査等委員である取締役３名全員が任期満了となります。つ
きましては、引き続き監査等委員である取締役３名の選任をお願いするものであります。
　監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。本議案につきましては、独立社
外取締役４名を含む５名の委員で構成される指名・報酬委員会で審議したうえで取締役会にお
いて決定したものです。
　なお、各候補者と当社との間に、特別の利害関係はありません。

－ 12 －
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監査等委員である取締役３名選任の件

候補者番号

1 か

加 
と う

藤 　 
し げ

重 
み つ

光（1959年10月13日） 所有する当社の株式数………… 3,000株　　

再 任 ［職歴、当社における地位及び担当］
    1985年    5 月 有限会社佐藤会計事務所　入所
    1991年    11月 石のカンノ株式会社（現　当社）入社
    2006年    4 月 当社　経理部長
    2010年    4 月 当社　経理部　財務会計担当部長
    2016年    7 月 当社　経理部長
    2020年    7 月 当社　経理部　嘱託
    2021年    6 月 当社　取締役[常勤監査等委員]（現任）

　
取締役候補者とした理由
加藤重光氏は、会計事務所での豊富な経験を有し、当社入社後は2006年４月から経理部長や財務会計担当部長を経
て、2021年６月に当社常勤監査等委員に就任しております。その経歴を通じて培った経験と見識が当社の経営に対
する監査等に活かせるものと判断し、引き続き監査等委員である取締役として選任をお願いするものであります。

　
候補者番号

２ す ず

鈴 
き

木 　 
か ず

一 
の り

徳（1970年７月３日） 所有する当社の株式数………… 300株　　

再 任

社 外

独 立

［職歴、当社における地位及び担当］
    2005年    4 月 有限責任あずさ監査法人　入社
    2012年    4 月 公認会計士鈴木一徳会計事務所　開業
    2016年    4 月 税理士登録
    2023年    6 月 当社　社外取締役［監査等委員］（現任）
    2025年    1 月 東北監査法人　設立　代表社員（現任）

　

社外取締役候補者とした理由及び期待される役割
鈴木一徳氏は、税理士・公認会計士として財務及び会計に関する専門的な知識と金融機関４社で監査責任者の経験を
有しており、客観的で中立的な監査・監督をしていただけると判断し、監査等委員である社外取締役として選任をお
願いするものであります。なお、同氏は、社外役員になること以外の方法で会社経営に関与したことはありません
が、上記の理由により、社外取締役としての職務を適切に遂行できると判断いたしました。

［重要な兼職の状況］
公認会計士鈴木一徳会計事務所　代表
東北監査法人　代表社員

　

－ 13 －
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監査等委員である取締役３名選任の件

候補者番号

３ い し

石 
や ま

山 　 
す み

純 
え

恵（1962年９月８日） 所有する当社の株式数………… 100株　　

新 任

社 外

独 立

［職歴、当社における地位及び担当］
    2008年    2 月 株式会社クリフ設立　代表取締役（現任）
    2021年    2 月 株式会社OMJプラザ設立　代表取締役（現任）
    2022年    10月 福島県コワーキングスペース共協組合設立　専務理事（現任）
    2024年    6 月 当社　社外取締役（現任）

　

社外取締役候補者とした理由及び期待される役割
石山純恵氏は、企業経営者としての豊富な経験と幅広い見識を備え、また公的機関における役職にも就任しておりま
す。その知識や経験を活かし、客観的で中立的な監査・監督をしていただけると判断し、監査等委員である社外取締
役として選任をお願いするものであります。

［重要な兼職の状況］
福島県労働委員会　使用者委員
福島県地方再生・人口減少対策有識者会議　委員
一般社団法人Tobacco-freeふくしま　理事
国立大学法人福島大学　経営協議会 学長選抜委員会　学外委員
国際女性会議ＷＡＷ！2022　有識者委員
キョウワプロテック株式会社　取締役
福島県医師会　医師倫理審査委員会　会員
国立大学法人福島大学　ダイバーシティ推進委員会　アドバイザー

　（注）１　鈴木一徳氏及び石山純恵氏は社外取締役候補者であり、両氏を東京証券取引所の定めに基づく独立
役員として届け出ております。鈴木一徳氏の再任が承認された場合及び石山純恵氏が監査等委員と
しての選任が承認された場合には、引き続き独立役員とする予定であります。

２　鈴木一徳氏は、現在、当社の監査等委員である社外取締役でありますが、同氏の在任期間は、本株
主総会終結の時をもって２年となります。石山純恵氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、
同氏の在任期間は、本株主総会終結の時をもって１年となります。

３　当社は、鈴木一徳氏及び石山純恵氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423第
１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額
は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額としており、鈴木一徳氏の再任が承認された場
合及び石山純恵氏の監査等委員としての選任が承認された場合には、当該責任限定契約を継続する
予定であります。

４　当社は加藤重光氏、鈴木一徳氏及び石山純恵氏との間で会社法第430条の２第１項の規定に基づ
き、同項第１号の費用及び同項第2号の損失を法令の定める範囲内において当社が補償する補償契
約を締結しており、加藤重光氏及び鈴木一徳氏の再任が承認された場合並びに石山純恵氏の監査等
委員としての選任が承認された場合には、同内容の補償契約を締結する予定であります。

５　当社は、取締役全員を被保険者として役員等賠償責任保険（Ｄ＆Ｏ保険）契約を締結しておりま
す。保険料は全額会社が負担しております。故意または重過失に起因する損害賠償請求は上記保険
契約により補填されないなど、一定の免責事由があります。なお、当該保険契約は2026年２月に
更新する予定であります。

６　本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。

－ 14 －
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監査等委員である取締役３名選任の件

氏　名
当社における

地位
企業経営

法務・
リスクマネ
ジメント

財務・
会計

営業・マーケ
ティング・
業界知見

IT・DX
人事・
労務・

人財開発

サステナビリ
ティ・ESG

齋藤　高紀 代表取締役会長 ● ● ● ● ●

菅野　孝太郎 代表取締役社長 ● ● ● ● ●

羽田　和德 常務取締役 ● ● ● ●

熊坂　秀一 取締役 ● ● ● ●

伊藤　信弘 社外取締役 ● ● ● ●

加藤　重光
取締役
常勤監査等委員

● ● ●

鈴木　一徳
社外取締役
監査等委員

● ● ●

石山　純恵
社外取締役
監査等委員

● ● ● ●

<ご参考> 取締役のスキル・マトリックス
第３号議案及び第４号議案が原案どおり承認可決され、本株主総会終了後開催の臨時取締役会において役職

が選定された場合、各取締役の知識、経験及び能力等を一覧化したスキル・マトリックスは以下のとおりとな
る予定です。

（注）上記の一覧表については、経験・知識や専門性等の発揮が期待できるスキルを表示しており、各自の有するすべての
スキルを表すものではありません。

以　上

－ 15 －
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事業の経過及びその成果、設備投資の状況、資金調達の状況

事業報告（2024年４月１日から2025年３月31日まで）

1 企業集団の現況

（当該書面）

⑴　事業の経過及びその成果
当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用・所得環境が改善し、景気は緩やかな回復

傾向で推移しました。一方で、物価上昇の継続が消費者マインドの下振れ等を通じて個人
消費に及ぼす影響や、通商政策などアメリカの政策動向による影響などが、我が国の景気
を下押しするリスクとなっています。また、金融資本市場の変動等の影響に注意する必要
があります。

当社グループにおいては、葬祭・婚礼事業で小規模化や簡素化が継続しました。また、
石材事業やその他（装販部門）で円安進行や物流コストの高騰による仕入価格の上昇等が
生じました。

このような環境の下、「第４次中期経営計画」（2023年３月期～2025年３月期）の重
点施策である「経営資源の集中と深化」に取り組みました。葬祭事業では、小規模葬儀ニ
ーズに対応した葬祭会館６施設を開設しました。婚礼事業では、婚礼会場を閉館した福島
県福島市において、料飲関連業務（ケータリング施設の運営、宴会の施行等）を再開しま
した。なお、再開した料飲関連業務の取引の多くを葬祭事業へのケータリングが占めてい
ることから、2025年１月に当該業務を葬祭事業へ業務移管し、組織の効率化を図りまし
た。

当連結会計年度の当社グループの経営成績は、葬祭事業で増収となった一方、石材事
業、婚礼事業で減収となりました。収益面は、施設修繕の増加や子会社の増加に伴う経費
が増加しましたが、営業規模の適正化や組織の効率化による経費圧縮を図り、営業利益は
増加しました。一方で、前期に計上した外貨建取引に係る為替換算による為替差益が発生
しなかったことや持分法投資損失の増加により、経常利益は減益となりました。更に、前
連結会計年度に閉館した婚礼会場の売却等により、繰延税金資産を取り崩したことに伴う
法人税等調整額が増加し、親会社株主に帰属する当期純利益は大幅に減少しました。

以上の結果、売上高は10,117百万円（前期比0.8％増）、営業利益は746百万円（同
13.5％増）、経常利益は761百万円（同8.3％減）、親会社株主に帰属する当期純利益は
375百万円（同35.3％減）となりました。
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事業の経過及びその成果、設備投資の状況、資金調達の状況

6,824百万円

葬祭事業

売上高

(前期比11.2％増)
オープン年月 葬祭会館名 所在地
2024年５月 とわノイエ 門田 福島県会津若松市
2024年８月 とわノイエ 鎌田 福島県福島市
2024年８月 とわノイエ 峰 栃木県宇都宮市
2024年８月 とわノイエ 鶴田 栃木県宇都宮市
2024年９月 こころ斎苑 大槻 福島県郡山市
2024年12月 とわノイエ 矢野目 福島県福島市

営業エリアの死亡者数は微増傾向で推移しました。一方
で、コロナ禍以降も葬儀の小規模化・簡素化が継続してお
ります。

このような状況の下、小規模葬儀専用会館の充実を図る
ため、葬祭会館を福島県内４施設、栃木県内２施設の計６
施設開設しました。また、葬儀規模に合わせたプランへの
切り替えや事前相談会・会館イベントによる顧客の囲い込
みに注力しました。飲食やオプション販売が好調だったこ
とにより、葬儀施行単価及び法事施行単価等が増加したほ
か、前連結会計年度に連結子会社化した株式会社喜月堂セ
レオが業績に貢献しました。一方で、労務費・人件費、の
れん償却額及び施設修繕等、経費が増加いたしました。

その結果、売上高は6,824百万円（前期比11.2％増）、
営業利益は649百万円（同6.3％減）となりました。

葬祭会館のオープン状況

　

6,136

第58期
（2024年３月期）

6,824

第59期
（2025年３月期）

（単位：百万円）売上高

2,061百万円

石材事業

売上高

(前期比9.1％減)

国際情勢の影響による原石不足は解消しているものの、
円安進行や物流コストの高騰により、仕入価格の上昇が継
続しました。加えて、顧客ニーズの多様化も影響し、墓石
の縮小化や廉価な石種へ需要がシフトしております。

このような状況の下、石材卸売においては、販売価格を
見直し石材卸売単価が増加したものの、販売数量は大幅に
減少しました。石材小売においては、イベントの開催やリ
フォーム・メンテナンスの営業を強化し、墓石販売、リフ
ォームや墓じまい等の受注が増加しましたが、販売単価は
減少しました。

その結果、売上高は2,061百万円（前期比9.1％減）、
営業利益は36百万円（同42.8％減）となりました。

2,269

第58期
（2024年３月期）

2,061

第59期
（2025年３月期）

（単位：百万円）売上高

セグメント別の経営成績は次のとおりであり、売上高についてはセグメント間の内部売
上高または振替高を除き記載しております。
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470百万円

婚礼事業

売上高

(前期比44.7％減)

営業エリアの婚礼施行件数は減少傾向で推移しました。
また、コロナ禍以降も小規模化・簡素化が継続しておりま
す。

このような状況の下、婚礼会場の閉館等による営業規模
の適正化を図ったため、婚礼施行件数や宴会施行件数は大
幅に減少しました。一方で、2024年３月に閉館した「ク
ーラクーリアンテ サンパレス」（福島県福島市）のケータ
リングや宴会等の料飲関連業務の受け皿として、2024年
４月にケータリング施設「フーズワークスサンパレス」
（福島県福島市）を開設、2024年10月に宴会会場「f’s 
sunpalace（エフズサンパレス)」（福島県福島市）を開
設いたしました。なお、上記２施設の運営は2025年１月
に葬祭事業の株式会社たまのやへ業務移管し、組織の効率
化を図りました。

その結果、売上高は470百万円（前期比44.7％減）、営
業損失は52百万円（前期は営業損失122百万円）となりま
した。

849

第58期
（2024年３月期）

470

第59期
（2025年３月期）

（単位：百万円）売上高

589百万円

生花事業

売上高

(前期比0.5％増)

葬儀の小規模化が継続し、生花需要は減少傾向で推移し
ました。

このような状況の下、葬儀社への生花商品の提案、生花
店や葬儀社等へのＤＭ・ＳＮＳによる情報発信や新規取引
先の開拓を積極的に実施しましたが、葬儀の小規模化が影
響し、生花の卸売数量等は減少しました。一方で、グルー
プ内からの人員移管等に伴い人件費は増加したものの、業
務の見直しや効率化を図り、経費の圧縮に努めました。

その結果、売上高は589百万円（前期比0.5％増）、営
業利益は131百万円（同23.8％増）となりました。

586

第58期
（2024年３月期）

589

第59期
（2025年３月期）

（単位：百万円）売上高

8百万円

互助会事業

売上高

(前期比7.2％減)

互助会の新規会員募集や葬儀施行後の再加入促進等に注
力するとともに、経費の圧縮等に努めました。その結果、
売上高は8百万円（前期比7.2％減）、営業損失は4百万円
（前期は営業損失14百万円）となりました。 9

第58期
（2024年３月期）

8

第59期
（2025年３月期）

（単位：百万円）売上高

－ 18 －
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155百万円

その他

売上高

(前期比11.2％減)

円安進行や物流コストの高騰により、仕入価格が上昇し
ました。

このような状況の下、オリジナル紙棺「悠舟」や高級棺
の販売促進等に注力し、棺の卸売単価が増加しましたが、
卸売先の施行件数の影響により棺の卸売数量が減少しまし
た。

その結果、売上高は155百万円（前期比11.2％減）、営
業損失は1百万円（前期は営業利益0百万円）となりまし
た。

175

第58期
（2024年３月期）

155

第59期
（2025年３月期）

（単位：百万円）売上高

セグメント 施設名 設備の
内容

投資の
内容

金　額
（百万円）

葬祭事業 とわノイエ 門田
（福島県会津若松市） 葬祭会館 開　設 73

葬祭事業 とわノイエ 峰
（栃木県宇都宮市） 葬祭会館 開　設 98

セグメント 施設名 設備の
内容

除却等
の開始
年月

除却等の
理由

婚礼事業 遊休地
（福島県会津若松市） 土　地 2024年

６月 売　却

⑵　設備投資の状況
　当連結会計年度中において実施いたしました当社グループの設備投資の総額は502百万
円（建設仮勘定を除き、無形固定資産を含む。金額には消費税を含めておりません。）で
あり、その主なものは次のとおりであります。

①　当連結会計年度中に完成した主要設備

②　当連結会計年度末現在における設備の除却、売却等

⑶　資金調達の状況
　当連結会計年度において、金融機関より長期借入金として300百万円の資金調達を行い
ました。
　また、当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うため、主要取引金融機関と総額
1,500百万円の当座借越契約を締結しております。
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財産及び損益の状況の推移

8,675,303

第56期
（2022年３月期）

9,562,049

第57期
（2023年３月期）

10,035,798

第58期
（2024年３月期）

10,117,968

第59期
（2025年３月期）

（単位：千円）売上高

341,141

第56期
（2022年３月期）

668,123

第57期
（2023年３月期）

830,097

第58期
（2024年３月期）

761,137

第59期
（2025年３月期）

（単位：千円）経常利益

131,100

第56期
（2022年３月期）

149,171

第57期
（2023年３月期）

579,558

第58期
（2024年３月期）

375,012

第59期
（2025年３月期）

（単位：千円）親会社株主に帰属する当期純利益

第56期
（2022年３月期）

18,534,995

8,032,486

第57期
（2023年３月期）

18,646,735

8,071,469

第58期
（2024年３月期）

8,572,758

19,267,250

第59期
（2025年３月期）

8,589,570

19,199,405

（単位：千円）総資産/純資産

34.22

第56期
（2022年３月期）

39.75

第57期
（2023年３月期）

153.86

第58期
（2024年３月期）

102.31

第59期
（2025年３月期）

（単位：円）1株当たり当期純利益

2,146.03

第56期
（2022年３月期）

2,148.29

第57期
（2023年３月期）

2,273.00

第58期
（2024年３月期）

2,464.62

第59期
（2025年３月期）

（単位：円）1株当たり純資産額

第56期
（2022年３月期）

第57期
（2023年３月期）

第58期
（2024年３月期）

第59期
（当連結会計年度）
（2025年３月期）

売上高 (千円) 8,675,303 9,562,049 10,035,798 10,117,968
経常利益 (千円) 341,141 668,123 830,097 761,137
親会社株主に帰属する当期純利益 (千円) 131,100 149,171 579,558 375,012
１株当たり当期純利益 (円) 34.22 39.75 153.86 102.31
総資産 (千円) 18,534,995 18,646,735 19,267,250 19,199,405
純資産 (千円) 8,032,486 8,071,469 8,572,758 8,589,570
１株当たり純資産額 (円) 2,146.03 2,148.29 2,273.00 2,464.62

⑷　財産及び損益の状況の推移
　①　企業集団の財産及び損益の状況

（注）１　１株当たり当期純利益は、自己株式を除く普通株式の期中平均株式数により計算しております。
２　１株当たり純資産額は、期末の普通株式の発行済株式数から自己株式数を除いた値により計算しております。

－ 20 －
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財産及び損益の状況の推移

1,342,402

第56期
（2022年３月期）

1,321,409

第57期
（2023年３月期）

1,407,983

第58期
（2024年３月期）

1,380,418

第59期
（2025年３月期）

（単位：千円）売上高

694,788

第56期
（2022年３月期）

545,147

第57期
（2023年３月期）

393,274

第58期
（2024年３月期）

535,960

第59期
（2025年３月期）

（単位：千円）経常利益

△484,182

第56期
（2022年３月期）

237,775

第57期
（2023年３月期）

274,448

第58期
（2024年３月期）

第59期
（2025年３月期）

514,104
（単位：千円）当期純利益又は当期純損失（△）

第56期
（2022年３月期）

9,282,805

7,083,922

第57期
（2023年３月期）

9,039,732

7,201,536

第58期
（2024年３月期）

7,385,621

9,886,819

第59期
（2025年３月期）

7,522,855

10,573,593

（単位：千円）総資産/純資産

△126.38

第56期
（2022年３月期）

63.36

第57期
（2023年３月期）

72.86

第58期
（2024年３月期）

第59期
（2025年３月期）

140.25

（単位：円）1株当たり当期純利益又は1株当たり当期純損失（△）

1,892.60

第56期
（2022年３月期）

1,916.75

第57期
（2023年３月期）

1,958.24

第58期
（2024年３月期）

2,158.54

第59期
（2025年３月期）

（単位：円）1株当たり純資産額

第56期
（2022年３月期）

第57期
（2023年３月期）

第58期
（2024年３月期）

第59期
（当事業年度）
（2025年３月期）

売上高 (千円) 1,342,402 1,321,409 1,407,983 1,380,418
経常利益 (千円) 694,788 545,147 393,274 535,960
当期純利益又は当期純損失（△） (千円) △484,182 237,775 274,448 514,104
１株当たり当期純利益又は１株当
たり当期純損失（△） (円) △126.38 63.36 72.86 140.25

総資産 (千円) 9,282,805 9,039,732 9,886,819 10,573,593
純資産 (千円) 7,083,922 7,201,536 7,385,621 7,522,855
１株当たり純資産額 (円) 1,892.60 1,916.75 1,958.24 2,158.54

②　当社の財産及び損益の状況

（注）１　１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失（△）は、自己株式を除く普通株式の期中平均株式数により計算し
ております。

２　１株当たり純資産額は、期末の普通株式の発行済株式数から自己株式数を除いた値により計算しております。
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重要な子会社の状況

会社名 資本金
（千円）

出資比率
（％） 所在地 主要な事業内容

株式会社たまのや 50,000 100.0 福島県
福島市 葬祭事業

カンノ・トレーディング株式会社 10,000 100.0 福島県
福島市 石材事業

株式会社Ｗith Ｗedding 40,000 100.0 福島県
郡山市 婚礼事業

株式会社フルール 10,000 100.0 福島県
福島市

生花事業
その他（装販部門）

株式会社ハートライン 50,000 100.0 福島県
福島市 互助会事業

株式会社北関東互助センター 40,000 100.0 栃木県
宇都宮市

葬祭事業
互助会事業

株式会社喜月堂セレオ  3,000 100.0 山梨県
韮崎市 葬祭事業

カンノ・トレーディング・ベトナム
有限会社

約42,699
（90億VND） 100.0 ベトナム

ホーチミン市 石材事業

⑸　重要な子会社の状況

（注）当事業年度末日において、特定完全子会社はありません。
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対処すべき課題、主要な事業内容

⑹　対処すべき課題
　経営環境につきましては、雇用・所得環境が改善する一方、物価上昇の継続による消費
の冷え込みや、アメリカをはじめとする海外情勢の影響等により、不透明な状況が続くと
見込まれます。
　また、当社グループを取巻く事業環境におきましても、少子高齢化による需要への影
響、時流による価値観や生活様式の変化に伴うお客様ニーズの多様化、異業種からの業界
参入等、今後も変化の激しい状況が継続するものと予想されます。
　こうした経営環境の中、当社グループが対処すべき主な課題及び対応策は、次のとおり
であります。

①　人材の確保及び育成
　　積極的採用による人財確保、ニューノーマル時代の働き方への適応による人財定着
　　教育研修の充実や各種資格取得の奨励によるサービス及び業務品質の向上
　　継続的にリーダー人財を輩出する枠組みの構築と風土醸成
②　変化するニーズへ対応
　　多用な儀式形態を実現するための施設面での充実
　　利用者のニーズを的確に捉えた独自性の高い商品・サービスの開発
③　営業エリアの拡大
　　葬祭事業における葬祭会館の戦略的新規出店、Ｍ＆Ａ、アライアンス等の推進
　　石材事業における小売店舗未出店エリアへの進出、関東地区を中心に新規卸先開拓
　　生花事業における既存営業所の販路拡大、新規営業所の設置検討
④　コンプライアンス体制の整備
　　コンプライアンス行動規範の浸透と遵守
　　コンプライアンス委員会によるコンプライアンス体制の強化、企業倫理の浸透
　　内部通報制度・相談窓口の整備と全役職員及び当社グループ取引先への周知
⑤　レジリエンシーの高いリスクマネジメント
　　事業継続マネジメント（ＢＣＭ）ガイドラインに基づいた活動の実践
　　リスク管理体制及び危機管理体制の拡充、事業継続能力の維持・強化
　　常に事業継続意識を保持する企業体質・企業文化の醸成
⑥　サステナビイティを巡る課題への対応
　　福祉、文化・スポーツ、環境の３分野を中心とした活動への取り組み
　　基本方針の策定、枠組みの整備、目標管理、効果測定等の推進
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対処すべき課題、主要な事業内容

　経営戦略につきましては、当社グループは「2030年ビジョン」を掲げ、その実現に向
け「第５次中期経営計画」（2026年３月期～2028年３月期）を策定し、その重点施策
に取り組んでまいります。まず、グループ再編を検討し、業務効率化や本社機能の強化を
図るとともに、不採算事業・部門の抜本的改善に取り組みます。次に、葬祭事業を事業展
開の核とし積極的出店や有効的なＭ＆Ａを進める一方、石材・生花事業においては、葬祭
事業とのコラボレーションを検討してまいります。また、ＬＴＶの最大化に向けた事業モ
デルの構築や既存事業周辺での新規事業も模索してまいります。更に、ステークホルダー
との関係を強化するため、株主・投資家の方々をはじめ、取引先や地域の方々、社員との
対話機会の増設に努めてまいります。

⑺　主要な事業内容
　当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、2025年３月31日現在、当社、連結子会
社８社及び関係会社３社で構成されております。
　当社は純粋持株会社としてグループ運営に係る経営戦略企画、業績管理、不動産管理、
総務・経理・人事等の管理業務を行っております。各事業子会社は、葬儀施行及び葬祭に
係る商品・サービスの提供（葬祭事業）、墓石・石材加工商品等の卸売・小売（石材事
業）、婚礼施行及び婚礼に係る商品・サービスの提供（婚礼事業）、生花・生花商品等の
卸売（生花事業）、冠婚葬祭互助会の運営（互助会事業）及びこれらに付随するその他の
事業を行っております。これら各事業が連携することにより、相乗効果を高めた総合的な
事業展開を行っております。

　各事業の内容は次のとおりであります。
①　葬祭事業

　当事業は、葬儀施行及び葬祭に係る商品・サービスの提供を主な業務としており、連結
子会社である株式会社たまのや、株式会社北関東互助センター及び株式会社喜月堂セレオ
が、自社施設を利用した葬儀施行及び自宅や寺院での葬儀の補助を行うほか、葬儀施行業
務の受託、供花・供物の販売、法事施行、仏壇・仏具販売等を行っております。また、株
式会社たまのやは、ケータリングや宴会施行等を行っております。
　当事業においては、自社施設として、福島県、茨城県、栃木県及び山梨県において葬祭
会館45施設を展開しており、家族葬等の小規模葬儀から大規模葬儀まで対応可能な体制
を構築しております。加えて、葬儀形態、会場及び会葬者数、地域慣習、利用者ニーズ等
に応じた各種「パッケージプラン」を提供しており、利用者にとってわかりやすい料金サ
ービス体系を構築しております。
　また、サービス品質及び信頼度の維持向上等を図るため、厚生労働省認定葬祭ディレク
ター技能審査「葬祭ディレクター」の資格取得の奨励等により、ご遺族の意向に寄り添い
ながら「こころの安らぎ」を提供するよう葬儀に関するトータルサポートを行っておりま
す。
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対処すべき課題、主要な事業内容

　更に株式会社たまのやにおいては、自社による葬儀施行のほか、ＪＡ全農福島及び福島
県内の農業協同組合（以下、「ＪＡ組合」という。）全組合が出資する株式会社ＪＡライ
フクリエイト福島との業務委託契約に基づき、同社が各ＪＡ組合より受託した葬儀施行に
係る一部業務を受託しており、主に自社施設を展開していないエリアにおいて当該形態で
の事業を行っております。
　なお、株式会社たまのやは、株式会社フルールより生花・生花商品及び棺等を仕入れて
いるほか、カンノ・トレーディング株式会社の石材小売「石のカンノ」とのコラボレーシ
ョン店舗の展開、株式会社ハートラインより互助会会員に係る葬儀施行を受託しておりま
す。

②　石材事業
　当事業は、墓石・石材加工商品等の卸売・小売を主な事業としており、日本国内では連
結子会社であるカンノ・トレーディング株式会社が墓石等の石材店への卸売と一般顧客へ
の小売及び霊園斡旋等を行っております。また、海外においては、連結子会社であるカン
ノ・トレーディング・ベトナム有限会社（ベトナム・ホーチミン市）が墓石販売等を行っ
ております。
　石材卸売は、中国・インド等を中心とした海外から墓石・石材加工商品を輸入し、東日
本を中心とした石材店へ販売しております。また、中国福建省厦門市に事務所を設置し、
商品仕入業務の円滑化及び商品品質の維持向上に努めるほか、デザイン性の追求や耐震化
等の機能開発を行い、これらの付加価値商品を中心に提案しております。
　石材小売は、「石のカンノ」の屋号で、福島県に５店舗、長野県に１店舗、東京都、茨
城県にそれぞれ１営業所を展開し、墓石等の小売・霊園斡旋及び屋内納骨堂の販売代行等
を行っております。そのうち、福島県内の一部店舗では株式会社たまのやの仏壇・仏具の
販売店とのコラボレーション店舗の展開をしております。墓石については「オリジナルデ
ザイン墓石」や「耐震構造墓石」の取扱いや20年保証等により他社との差別化を強化
し、消費者のニーズに応じた墓石商品を提供しております。また、一般社団法人日本石材
産業協会が認定する「お墓ディレクター」の資格取得を奨励するとともに、改葬や墓じま
い、リフォーム・メンテナンス等のサービス品質の維持向上にも努めております。
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対処すべき課題、主要な事業内容

③　婚礼事業
　当事業は、婚礼施行及び婚礼に係る商品・サービスの提供を主な業務としており、連結
子会社である株式会社Ｗith Ｗeddingが、福島県において婚礼会場２施設を運営し、挙式
や披露宴・宴会等の施行サービスを提供しております。また、一般財団法人冠婚葬祭文化
振興財団が認定する「ブライダルプロデューサー」の資格取得の奨励等により、冠婚に関
する知識や技能に加え、マーケティング理論、婚礼部門に必要な実践的な知識・技術を習
得し、挙式・披露宴のプロデュースに務めております。
　なお、当事業においては、株式会社ハートラインより互助会会員に係る婚礼施行を受託
しております。

④　生花事業
　当事業は、生花・生花商品等の卸売を主な業務としており、連結子会社である株式会社
フルールがグループ内外の葬祭事業会社に対する生花及び生花商品の供給に加え、一般の
生花小売店等向けに同商品の卸売を行っております。
　福島県、栃木県、山形県に営業所を設置し、東北、北関東地区を中心として販売先の拡
大を図っております。

⑤　互助会事業
　当事業は、当社グループの将来の顧客基盤を確保するため、連結子会社である株式会社
ハートライン及び株式会社北関東互助センターが割賦販売法に定める前払式特定取引業者
として許可を受け冠婚葬祭互助会の運営を行っております（［経済産業大臣許可（互）第
2001号・3057号］）。また、株式会社メモリード・ライフの代理店として、少額短期
保険加入者の募集代理店業務を行っております。
　冠婚葬祭互助会は、会員が月掛金を一定期間払い込むことで、グループ内の株式会社た
まのや、株式会社北関東互助センター及び株式会社Ｗith Ｗedding並びに提携する式場等
で冠婚葬祭施行の際、通常料金より割安な料金にて役務サービスを利用できる会員制組織
であります。更に、会員特典として割引価格によるサービス等を受けることができます。
会員に対しては、会報誌の発行、各種相談への窓口及びオンラインでの対応、生活情報の
発信等により、会員の付加価値の向上に努めております。
　なお、株式会社ハートラインにおいては株式会社たまのや及び株式会社Ｗith Ｗedding
に対し、施行委託することにより一定の手数料を受け取っております。

⑥　その他
　その他は株式会社フルールの装販部門であり、棺・葬祭用品の卸売事業を行っておりま
す。
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主要な事業所、使用人の状況、主要な借入先、その他企業集団の現況に関する重要な事項

事業会社名 福島県内 福島県外 合計

葬祭事業
株式会社たまのや 31 3 34
株式会社北関東互助センター － 8 8
株式会社喜月堂セレオ － 3 3

石材事業
カンノ・トレーディング株式会社 6 6 12
カンノ・トレーディング・ベトナム有限会社 － 1 1

婚礼事業 株式会社Ｗith Ｗedding 2 － 2
生花事業 株式会社フルール 1 2 3

互助会事業
株式会社ハートライン 1 － 1
株式会社北関東互助センター － 1 1

その他（装販部門） 株式会社フルール 1 － 1

⑻　主要な事業所（2025年３月31日現在）
当社本社：福島県福島市鎌田字舟戸前15番地１
主要な営業所：

前年度末 当年度末
葬祭事業 276 （21） 295 （20）
石材事業 106 （－） 102 （－）
婚礼事業 52 （10） 26 （８）
生花事業 38 （１） 45 （１）
互助会事業 ６ （１） ６ （１）
その他 ３ （－） ３ （－）
全社 31 （－） 33 （－）
合計 512 （33） 510 （30）

⑼　使用人の状況（2025年３月31日現在）
①　企業集団の使用人の状況(名）

(注) １　従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外からの
　　　　　当社グループへの出向者を含む。）であり、正社員及び契約社員の合計であります。な
　　　　　お、従業員数の（　）は臨時従業員の年間平均雇用人数（１日当たり７時間40分換算）を
　　　　　外書きしております。
　　　２　「全社」として記載されいる従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所
　　　　　属しているものであり、当社の従業員であります。
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主要な事業所、使用人の状況、主要な借入先、その他企業集団の現況に関する重要な事項

前年度末 当年度末
従業員数（名） 31 33
平均年齢（歳） 46.2 45.6
平均勤続年数（年） 18.3 18.5

②　当社の使用人の状況

(注) 従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。ただ
し、当社グループ内の出向は出向扱いとしない。）であり、臨時雇用者数（パート、アルバイ
トを含む。）は、含んでおりません。

借入先 借入金残高
株 式 会 社 東 邦 銀 行 265,800千円
株 式 会 社 き ら や か 銀 行 9,600千円

⑽　主要な借入先（2025年３月31日現在）

⑾　その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。
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会社の株式に関する事項、会社の新株予約権等に関する事項

２ 会社の現況
⑴　株式の状況（2025年３月31日現在）
①　発行可能株式総数 5,100,000株
②　発行済株式の総数 3,843,100株
③　株主数 897名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

カ ン ノ 合 同 会 社 920,000株 26.4％

齋 藤 高 紀 432,900株 12.4％

川 島 利 介 182,275株 5.2％

こころネットグループ従業員持株会 176,740株 5.1％

水 元 公 仁 103,900株 3.0％

上 田 八 木 短 資 ㈱ 98,800株 2.8％

菅 野 孝 太 郎 90,240株 2.6％

㈱ 東 邦 銀 行 75,000株 2.2％

野 村 證 券 ㈱ 65,100株 1.9％

福 島 信 用 金 庫 50,000株 1.4％

区　分 株式数 交付対象者数
取締役

（監査等委員及び社外取締役を除く） 7,800株 ４名

④　大株主の状況

（注）持株比率は自己株式（357,945株）を控除して計算しております。

⑤　当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況

（注）当社の株式報酬の内容につきましては、32頁「（3）　会社役員に関する事項　③　当事業年度に
係る取締役及び監査等委員の報酬等の総額」、33頁「④　監査等委員を除く取締役の報酬等に関す
る決定方針」に記載しております。
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会社の株式に関する事項、会社の新株予約権等に関する事項

処分した株式の種類及び株式数 普通株式　13,600株
処分価額の総額 14,293,600円

割当先 当社の取締役　　　　　４名　7,800株
当社の子会社の取締役　６名　5,800株

払込期日 2024年7月31日

取得した株式の種類及び株式数 普通株式　300,000株
取得価額の総額 273,000,000円
取得日 2024年11月12日

取得方法 東京証券取引所の自己株式立会外買付取
引（ToSTNeT-3）による買付け

⑥　その他株式に関する重要な事項
自己株式の処分
当社は、2024年７月10日開催の取締役会決議に基づき、以下のとおり譲渡制限付株式として自己

株式の処分を行いました。

自己株式の取得
当社は、2024年11月11日開催の取締役会決議に基づき、以下のとおり自己株式の取得を行いま

した。

⑵　会社の新株予約権等に関する事項
該当事項はありません。

－ 30 －
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会 社 に お け る 地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 会 長 齋 藤 高 紀

代 表 取 締 役 社 長 菅 　 野 　 孝 太 郎
〈重要な兼職の状況〉
天津中建万里石石材有限公司　董事
（ 現　天津万里石石材有限公司 ）

常 務 取 締 役 羽 田 和 德
経営企画部担当
〈重要な兼職の状況〉
株式会社たまのや　代表取締役

取 締 役 熊 坂 秀 一 人事、経理、総務担当

取 締 役 伊 藤 信 弘
〈重要な兼職の状況〉
株式会社いちい　代表取締役社長
株式会社ヒロックス　代表取締役社長
株式会社アイホールディングス　代表取締役社長

取 締 役 石 山 純 恵

〈重要な兼職の状況〉
株式会社クリフ　代表取締役
株式会社OMJプラザ　代表取締役
福島県コワーキングスペース協同組合
　　　　　　　　　　　　　　専務理事

取 締 役
（監査等委員・常勤） 加 藤 重 光

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 菅 野 晴 隆 〈重要な兼職の状況〉

弁護士法人ブレインハート法律事務所　代表社員社長

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 鈴 木 一 徳

〈重要な兼職の状況〉
公認会計士鈴木一徳会計事務所　代表
東北監査法人　代表社員

⑶　会社役員に関する事項
①　取締役の状況（2025年３月31日現在）
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氏　名 退　任　日 退　任　事　由 退任時の地位・担当及び
重 要 な 兼 職 の 状 況

澤　田　正　晴 2024年６月25日 任　期　満　了 経営企画部長

区　分 報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる　
役員の員数基本報酬 業績連動

報酬等
非金銭
報酬等

取締役
（うち社外取締役）

78,267
（2,700）

70,070
（2,700） － 8,197

（－）
７名

（２名）
取締役（監査等委員）
（うち社外取締役）

10,623
（3,060）

10,623
（3,060） － － ３名

（２名）
合　　計

（うち社外取締役）
88,890

（5,760）
80,693

（5,760） － 8,197
（－）

10名
（４名）

（注）１ 取締役伊藤信弘氏、石山純恵氏並びに取締役(監査等委員)菅野晴隆氏、鈴木一徳氏は社外取締役
であります。

２　取締役(常勤監査等委員)加藤重光氏は、会計事務所での経験を有し、当社において経理部長の経
歴もあり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

３　取締役(監査等委員)菅野晴隆氏は、弁護士の資格を有しており、法律に関する相当程度の知見を
有しております。

４ 取締役(監査等委員)鈴木一徳氏は、税理士・公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関
する相当程度の知見を有しております。

５ 情報収集の充実を図り、内部監査部門等との十分な連携を通じて監査の実効性を高め、監査・監
督機能を強化するために、加藤重光氏を常勤の監査等委員に選定しております。

６ 当社は、取締役伊藤信弘氏、石山純恵氏並びに取締役(監査等委員)菅野晴隆氏、鈴木一徳氏を東
京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

７ 当社と、社外取締役伊藤信弘氏、石山純恵氏並びに社外取締役(監査等委員)菅野晴隆氏、鈴木一
徳氏は、当社定款及び会社法第427条第１項の規定に基づき、会社法第423条第１項の損害賠償
責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第
425条第１項に定める最低責任限度額としております。

②　事業年度中に退任した取締役

③　当事業年度に係る取締役及び監査等委員の報酬等の総額

（注）１　上記には、2024年６月25日開催の第58回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役１
名を含んでおります。

２　取締役（監査等委員である取締役を除く。）の金銭報酬の限度額は、2015年６月25日開催の
定時株主総会において年額144百万円以内（うち社外取締役分は年額10百万円以内。なお、
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使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。当該株主総会終結時点の取締役の員
数は６名（うち社外取締役１名）です。
また、現行の取締役の金銭報酬枠の範囲内で、2022年６月28日開催の定時株主総会におい
て、株式報酬の金額として年額14百万円以内、株式数の総数は年14,000株以内（社外取締役
は付与対象外）と決議いただいております。当該株主総会終結時点の対象取締役の員数は５名
です。

３　非金銭報酬等の内容は当社の株式であり、割当ての際の条件等は、「④　監査等委員を除く取
締役の報酬等に関する決定方針」のとおりであります。また、当事業年度における交付状況
は、29頁「２　会社の現況　（1）株式の状況　⑤　当事業年度中に職務執行の対価として当
社役員に交付した株式の状況」に記載しております。

４　取締役（監査等委員）の報酬限度額は、2015年６月25日開催の定時株主総会において年額
36百万円以内と決議いただいております。当該株主総会終結時点の取締役（監査等委員）の
員数は、３名（うち社外取締役２名）です。

④　監査等委員を除く取締役の報酬等に関する決定方針
　監査等委員を除く取締役の報酬には、インセンティブを付与する重要な機能があると
考えられることから、その報酬等を適切な内容とするための仕組みを構築すべく、「監
査等委員を除く取締役の報酬に関する決定方針」（以下、「決定方針」という。）の原
案を指名・報酬委員会に諮問し、審議、答申内容を踏まえて取締役会において決定方針
を以下のとおり決議いたしました。

（ⅰ）基本方針
　当社は、業務執行取締役の報酬は、中長期的な会社の業績や潜在的リスクを反映させ、健全な企
業家精神の発揮に資するようなインセンティブ付けを行うため、基本報酬と株式報酬の構成とす
る。なお、基本報酬と株式報酬の割合は、おおむね９：１となるように支給するものとする。
　当社は、非業務執行取締役の報酬は、原則として定額の基本報酬のみで構成し、株式報酬は支給
しない。

（ⅱ）基本報酬（金銭報酬）の個人別報酬額に関する決定方針（報酬等を与える時期また
は条件の決定に関する方針を含む。）

　当社は、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の基本報酬を、年俸制による固定報酬額を
12等分した月例の金銭報酬とする。個人別報酬額は、株主総会で決議された報酬限度額内におい
て、代表取締役が、業種、適切な比較対象となる他社報酬等の水準、当社における他役職員の水準
等を考慮して報酬案を作成し、指名・報酬委員会における公正かつ透明性の高い審議及び答申を経
たうえで、取締役会において決定する。
　監査等委員である取締役の基本報酬は、株主総会で決議された報酬限度額内で、監査等委員会に
おいて決定する。
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区　分 氏　名 出席状況、発言状況及び
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

取締役

伊 藤 信 弘

当事業年度に開催された取締役会14回のすべてに出席いたしました。
企業経営者としての見地から豊富な経験と幅広い知識に基づき、取締役会では積極的
に意見を述べており、経営の監督と経営全般への助言など社外取締役に求められる役
割、責務を発揮しております。また、指名・報酬委員会の委員として独立した客観的
な立場から同委員会の審議に参画しております。

石 山 純 恵

2024年６月25日に取締役に就任以降、当事業年度に開催された取締役会10回すべて
に出席いたしました。
企業経営者としての見地から豊富な経験と幅広い知識に基づき、取締役会では積極的
に意見を述べており、経営の監督と経営全般への助言など社外取締役に求められる役
割、責務を発揮しております。また、指名・報酬委員会の委員として独立した客観的
な立場から同委員会の審議に参画しております。

（ⅲ）株式報酬（譲渡制限付株式報酬）の個人別報酬額に関する決定方針（報酬等を与え
る時期または条件の決定に関する方針を含む。）

　当社は、業務執行取締役の株式報酬を、当社の普通株式を用いて、毎年、定時株主総会後の一定
の時期に付与する譲渡制限付株式報酬とする。本株式の譲渡制限は、１年から５年間の範囲で取締役
会が定めた期間としたうえで、取締役会が定めた勤務条件及び業績目標の達成を条件として解除する。
　個人別報酬額は、株主総会で決議された報酬限度額内において、代表取締役が、役位、職責、在任年
数を考慮して報酬案を作成し、指名・報酬委員会における公正かつ透明性の高い審議及び答申を経たう
えで、取締役会において決定する。

⑤　取締役の個人別報酬等の内容が決定方針に沿うものであると取締役会が判断した理由
　取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容の決
定方法及び決定された報酬等の内容が取締役会で決議された決定方針と整合しているこ
とや、指名・報酬委員会の審議及び答申を確認しており、当該決定方針に沿うものであ
ると判断しております。

⑥　社外役員に関する事項
（ⅰ）他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・取締役伊藤信弘氏は、株式会社いちい、株式会社ヒロックス、株式会社アイホールディングスの代
表取締役社長であります。当社と各兼職先との間には特別の関係はありません。

・取締役石山純恵氏は、株式会社クリフ、株式会社OMJプラザの代表取締役であり、福島県コワーキ
ングスペース協同組合の専務理事であります。当社と各兼職先との間に特別の関係はありません。

・取締役（監査等委員）菅野晴隆氏は、弁護士法人ブレインハート法律事務所の代表社員社長であり
ます。当社と兼職先との間には特別の関係はありません。

・取締役（監査等委員）鈴木一徳氏は、公認会計士鈴木一徳会計事務所の代表であり、東北監査法人
の代表社員であります。当社と兼職先との間には特別の関係はありません。

（ⅱ）当事業年度における主な活動状況
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区　分 氏　名 出席状況、発言状況及び
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

取締役
（監査等委員）

菅 野 晴 隆

当事業年度に開催された取締役会14回のすべてに、また、監査等委員会13回のすべ
てに出席いたしました。弁護士としての専門的見地から、取締役会において、取締役
会の意思決定の妥当性、適正性を確保する発言を行っており、監査等委員会において
は、当社のコンプライアンス体制等について、適宜、必要な発言を行っております。
また、指名・報酬委員会の委員として独立した客観的な立場から同委員会の審議に参
画しております。

鈴 木 一 徳

当事業年度に開催された取締役会14回のすべてに、また、監査等委員会13回のすべ
てに出席いたしました。税理士・公認会計士としての専門的見地から、取締役会にお
いて、取締役会の意思決定の妥当性、適正性を確保する発言を行っており、監査等委
員会においては、当社の経理システム並びに内部監査について、適宜、必要な発言を
行っております。また、指名・報酬委員会の委員として独立した客観的な立場から同
委員会の審議に参画しております。

⑦　補償契約の内容の概要
　　当社は、取締役全員と会社法第430条の２第１項の規定に基づき、同項第１号の費用

及び同項第２号の損失を法令の定める範囲内において当社が補償する補償契約を締結し
ております。

⑧　役員等賠償責任保険契約の内容の概要
　当社は、取締役全員を被保険者として役員等賠償責任保険（Ｄ＆Ｏ保険）契約を締結
しており、保険料は全額会社が負担しております。故意または重過失に起因する損害賠
償請求は上記保険契約により補填されないなど一定の免責事由があります。なお、当該
保険契約は次回更新時（2026年２月）に同内容で更新する予定であります。
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東 邦 監 査 法 人

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 29,100千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その
他の財産上の利益の合計額 29,100千円

⑷　会計監査人の状況
①　会計監査人の名称　　　東邦監査法人

②　会計監査人の報酬等の額

（注）１　当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査
の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会
計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２　監査等委員会は、会計監査人による当該事業年度の監査計画の内容、監査時間及び報酬見積りの妥
当性を検討した結果、会計監査人の報酬の額につき会社法第399条第１項及び同条第３項の同意を
行っております。

③　非監査業務の内容
該当事項はありません。

④　会計監査人の解任または不再任の決定の方針
監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第1項各号に定める項目に該当すると
認められる場合には、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたしま
す。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任した旨及び解任の理由を
解任後最初に招集される株主総会において報告いたします。
また、監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が
あると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する
議案の内容を決定いたします。
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会社の支配に関する基本方針

３ 株式会社の支配に関する基本方針

４ 株式会社の状況に関する重要な事項

５ 剰余金の配当等の決定に関する方針

　当社では､会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者のあり方に関する基本方針につ
いては､特に定めておりません。

　該当事項はありません。

　当社は、剰余金の配当等の決定につきましては、当社を取り巻く経営環境や以下の方針に
よって実施することとしております。
　当社は、株主に対する利益還元を経営上の重要課題の一つとして位置付け、安定した配当
を継続的に実施することを基本方針とし、内部留保資金については、財務体質の強化、今後
成長が見込める事業分野への投資、設備投資、研究開発投資、人的資本への投資等、今後の
事業展開に備えた経営基盤の強化に活用いたします。
　また、自己株式の取得につきましては、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を遂
行するために、財務状況、株価の動向等を勘案しながら検討してまいります。
　これらの方針に基づき、当事業年度の期末配当につきましては、１株当たり15円とさせ
ていただきたいと存じます。
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連結貸借対照表

（2025年３月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 　 動 　 資 　 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
有 価 証 券
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
未 収 還 付 法 人 税 等
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 　 定 　 資 　 産
有 形 固 定 資 産
建 物 及 び 構 築 物
機 械 装 置 及 び 運 搬 具
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
そ の 他

無 形 固 定 資 産
の れ ん
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
長 期 貸 付 金
繰 延 税 金 資 産
営 業 保 証 金
供 託 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金　

5,042,708
3,695,300

3,407
510,887
179,621
426,675
12,052
27,520
58,316
380,867
△251,938

14,156,697
8,802,701
3,880,553
158,116
4,631,891
42,895
24,184
65,059

643,240
587,130
56,109

4,710,756
315,026
4,836

365,427
567,008
2,500,650
984,164
△26,357　

流 　 動 　 負 　 債 1,294,711
買 掛 金 298,712
1年内返済予定の長期借入金 112,200
リ ー ス 債 務 9,818
未 払 法 人 税 等 57,432
賞 与 引 当 金 214,581
そ の 他 601,966

固 　 定 　 負 　 債 9,315,124
長 期 借 入 金 163,200
リ ー ス 債 務 31,742
繰 延 税 金 負 債 5,740
前受金復活損失引当金 4,828
資 産 除 去 債 務 235,275
負 の の れ ん 6,196
前払式特定取引前受金 8,773,716
そ の 他 94,424

負 債 合 計 10,609,835
純 資 産 の 部

科 目 金 額
株 　 主 　 資 　 本 8,455,281
資 本 金 500,658
資 本 剰 余 金 2,031,700
利 益 剰 余 金 6,245,119
自 己 株 式 △322,197

その他の包括利益累計額 134,288
その他有価証券評価差額金 5,849
為 替 換 算 調 整 勘 定 128,438

純 資 産 合 計 8,589,570
資 産 合 計 19,199,405 負 債 純 資 産 合 計 19,199,405

連　結　貸　借　対　照　表
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連結損益計算書

(2024年 4 月 1 日から
2025年 3 月31日まで)

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 10,117,968
売 上 原 価 6,644,525

売 上 総 利 益 3,473,442
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,726,490

営 業 利 益 746,951
営 業 外 収 益

受 取 利 息 7,789
受 取 配 当 金 907
負 の の れ ん 償 却 額 12,393
為 替 差 益 3,292
掛 金 解 約 手 数 料 19,651
貸 倒 引 当 金 戻 入 額 27,727
前 受 金 復 活 損 失 引 当 金 戻 入 額 9
そ の 他 68,495 140,267

営 業 外 費 用
支 払 利 息 1,181
持 分 法 に よ る 投 資 損 失 86,897
遊 休 資 産 諸 費 用 28,054
前 受 金 復 活 損 失 引 当 金 繰 入 額 1,558
そ の 他 8,388 126,081
経 常 利 益 761,137

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 2,644
投 資 有 価 証 券 売 却 益 3,813
受 取 保 険 金 2,362
移 転 補 償 金 1,396 10,217

特 別 損 失
減 損 損 失 6,261
固 定 資 産 売 却 損 726
固 定 資 産 除 却 損 16,849
資 産 除 去 債 務 履 行 差 額 6,591 30,429
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 740,925
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 93,322
法 人 税 等 調 整 額 272,590 365,912
当 期 純 利 益 375,012

親会社株主に帰属する当期純利益 375,012

連　結　損　益　計　算　書
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貸借対照表

（2025年３月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
売 掛 金
短 期 貸 付 金
未 収 入 金
未 収 還 付 法 人 税 等
立 替 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
工具、器具及び備品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
の れ ん
借 地 権
ソ フ ト ウ エ ア
ソフトウエア仮勘定
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
出 資 金
関 係 会 社 出 資 金
長 期 貸 付 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金　

1,865,830
1,356,670
80,919
542,689
205,271
2,983
13,793
45,942

△382,439
8,707,763
4,872,283
1,772,063
152,109
67,485
1,315
1,565

2,813,067
40,492
24,184
18,727
2,169
3,062
4,814
6,220
2,461

3,816,751
45,923

2,628,764
2,791

133,032
1,102,400
112,643
35,240

△244,043　

流 動 負 債 389,814
１年内返済予定の長期借入金 232,200
未 払 金 82,791
未 払 法 人 税 等 7,283
賞 与 引 当 金 18,496
リ ー ス 債 務 8,843
そ の 他 40,199

固 定 負 債 2,660,923
長 期 借 入 金 2,533,200
リ ー ス 債 務 30,262
資 産 除 去 債 務 71,044
負 の の れ ん 3,914
役員に対する長期未払金 19,234
そ の 他 3,266

負 債 合 計 3,050,737
純 資 産 の 部

科 目 金 額
株 主 資 本 7,517,005
資 本 金 500,658
資 本 剰 余 金 2,016,418
資 本 準 備 金 2,011,261
そ の 他 資 本 剰 余 金 5,157

利 益 剰 余 金 5,322,125
利 益 準 備 金 24,035
そ の 他 利 益 剰 余 金 5,298,090
別 途 積 立 金 590,535
繰 越 利 益 剰 余 金 4,707,555

自 己 株 式 △322,197
評 価 ・ 換 算 差 額 等 5,849
その他有価証券評価差額金 5,849

純 資 産 合 計 7,522,855
資 産 合 計 10,573,593 負 債 純 資 産 合 計 10,573,593

貸　借　対　照　表
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損益計算書

(2024年 4 月 1 日から
2025年 3 月31日まで)

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 1,380,418
売 上 原 価 298,452

売 上 総 利 益 1,081,965
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 566,675

営 業 利 益 515,290
営 業 外 収 益

受 取 利 息 17,153
負 の の れ ん 償 却 額 7,829
業 務 受 託 料 10,800
出 向 料 16,447
そ の 他 12,289 64,519

営 業 外 費 用
支 払 利 息 21,325
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 2,612
遊 休 資 産 諸 費 用 17,000
そ の 他 2,911 43,849
経 常 利 益 535,960

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 1,714
投 資 有 価 証 券 売 却 益 3,813
そ の 他 486 6,014

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 6,630
資 産 除 去 債 務 履 行 差 額 6,591 13,222
税 引 前 当 期 純 利 益 528,752
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 △147,524
法 人 税 等 調 整 額 162,171 14,647

当 期 純 利 益 514,104

損　益　計　算　書
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会計監査報告

指 定 社 員
公認会計士　 佐　藤　　淳業 務 執 行 社 員

指 定 社 員
公認会計士　 渡　辺　　慎　志業 務 執 行 社 員

独立監査人の監査報告書
2025年５月20日

こころネット株式会社
取締役会　御中

東邦監査法人
東京都千代田区

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、こころネット株式会社の2024年４月１日から2025年３月

31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書
及び連結注記表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、
こころネット株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全
ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準にお

ける当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国
における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫
理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示する

ことにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務
の執行を監視することにある。

当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他
の記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記
載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、ま
た、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報
告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に係る会計監査報告
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会計監査報告

連結計算書類に対する経営者並びに監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示す
るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切である
かどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を
開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を
表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書
類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家
としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手

続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ
適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リス
ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性
及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に
基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかど
うか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類
の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連
結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手
した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性があ
る。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい
るかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎
となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠
を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で
監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重

要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並び

に監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場
合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を
行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。

以   上
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指 定 社 員
公認会計士　 佐　藤　　淳業 務 執 行 社 員

指 定 社 員
公認会計士　 渡　辺　　慎　志業 務 執 行 社 員

独立監査人の監査報告書
2025年５月20日

こころネット株式会社
取締役会　御中

東邦監査法人
東京都千代田区

監査意見
当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、こころネット株式会社の2024年４月１日から

2025年３月31日までの第59期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及
び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当
該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準にお

ける当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国に
おける職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果た
している。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示する
ことにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務
の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の
記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載
内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、
そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報
告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類に係る会計監査報告

－ 44 －
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会計監査報告

計算書類等に対する経営者並びに監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するた
めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかど
うかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示
する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表

示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明
することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利
用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家
としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手

続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ
適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク
評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性
及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基
づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどう
か結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注
記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類
等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査
証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠している
かどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる
取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重

要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並び

に監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場
合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を
行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以   上
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監査等委員会の監査報告

監　査　報　告　書

当監査等委員会は、2024年４月１日から2025年３月31日までの第59期事業年度における取締役
の職務の執行を監査いたしました。その方法及び結果について以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の

内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等
からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明す
るとともに、下記の方法で監査を実施いたしました。
①　監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携のうえ、重
要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に
応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び子会社において業務及び財産の状況を
調査いたしました。また、子会社については、常勤監査等委員が重要な子会社の監査役を兼務し
ており、重要な子会社の取締役会に出席するほか、子会社の取締役等と意思疎通及び情報の交換
を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとと
もに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計
算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従
って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、
損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結
貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしまし
た。

監査等委員会の監査報告

－ 46 －
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監査等委員会の監査報告

２．監査の結果
（1）　事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているも
のと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為または法令もしくは定款に違反する重大な事実は
認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内
部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘す
べき事項は認められません。

（2）　計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人東邦監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）　連結計算書類の監査結果
会計監査人東邦監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2025年５月30日

こころネット株式会社　監査等委員会

常勤監査等委員　　加藤　重光　㊞

監査等委員　　菅野　晴隆　㊞

監査等委員　　鈴木　一徳　㊞

（注）　監査等委員菅野晴隆及び鈴木一徳は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定する社
外取締役であります。

以　上
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地図

会　場
　

キョウワグループ・テルサホール　３階　大会議室「あぶくま」
福島県福島市上町４番25号　　TEL　024-521-1500

交　通
　
ＪＲ福島駅　東口より　徒歩約10分

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

第59回定時株主総会会場ご案内図

会場

東邦銀行

福島稲荷神社

福島警察署
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大原綜合病院
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※駐車スペースに限りがありますので、公共交通機関等をご利用いただきますようお願い申しあげます。
※P１：上町駐車場（１階 キョウワグループ・テルサホール専用入口あり）

P２：北町駐車場
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